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地区防災計画学会第 11回研究会 

 

 

 2015年 12月 12日（土）に丸の内の三菱ビルにある名古屋大学東京オフィスで第 12回

研究会を開催いたします（定員約 20名）。 

 今回は、日本学術会議連携会員でもある林秀弥名古屋大学教授をお招きしています。 

 講師からは、内閣府地区防災計画モデル事業等で現場に入られた御経験等について話題

提供をいただき、パネリストを交えて、多様な観点から、コミュニティの共助等地区防災

計画制度の初歩的な問題から、ICTの活用の在り方等も意識して議論を行う予定です。 

 

テーマ 「地区防災計画と情報通信 ～コミュニティの共助から ICTの活用まで～」 

共催  名古屋大学経済法研究室、情報通信学会情報通信経済法学研究会 

日時  2015年 12月 12日（土）13:00～15：30（予定） 

会場  東京駅（丸の内方面）直結 三菱ビル 11階 名古屋大学東京オフィス（定員 20） 

※当日は土曜日のため三菱ビル地下１階セキュリティゲートに 12：45集合 

（遅れた場合は三菱ビルに入場できません。） 

http://www.aip.nagoya-u.ac.jp/ru/tokyo_office/detail/0000077.html 

 

開会挨拶：林 秀弥 名古屋大学大学院法学研究科教授・日本学術会議連携会員 

講演  ：井上禎男 福岡大学法学部准教授 

「上大河平地区（宮崎県えびの市）の地区防災計画策定への取組」（仮題） 

      澤田雅浩 長岡造形大学建築・環境デザイン学科准教授 

「福井県あわら市吉崎地区と石川県加賀市吉崎町の合同防災訓練」（仮題） 

     田中行男 一般財団法人関西情報センター専務理事 

「地区防災計画における ICTの役割」（仮題） 

パネルディスカッション：※上記４先生のほかに、２人の先生に加わっていただきます。  

  守 茂昭 都市防災研究所上席研究員  

  西澤雅道 元内閣府防災担当（内閣府大臣官房総務課企画調整官） 

                   

参加費 会員 1,000円、非会員 3,000円（非会員のうち役員等による招待者は無料） 

※役員等による招待参加の方は、当該役員等名を明記の上事務局までお申込みください。 

 

【申込先・事務局】 

地区防災計画学会事務局 

〒530-0001 大阪市北区梅田 1-3-1-800 大阪駅前第 1ビル 8階 

一般財団法人関西情報センター 気付 

mail : info@gakkai.chiku-bousai.jp  HP: http://gakkai.chiku-bousai.jp/ 
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林 秀弥 （はやし しゅうや）               名古屋大学大学院法学研究科教授 

 

 

 

 

 

 

1975 年生まれ。1997 年同志社大学法学部法律学科卒業、2002 年京都大学大学院法学研究科博士後

期課程単位取得満期退学、京都大学博士（法学）。 

京都大学大学院法学研究科助手、神戸市外国語大学外国語学部専任講師、名古屋大学大学院法学研究

科助教授等を経て 2013 年より現職。 

日本学術会議連携会員、公正取引委員会競争政策研究センター主任研究官、総務省情報通信政策研究

所特別上級研究員、総務省競争評価アドバイザリーボード委員 、林野庁直轄事業契約監視等委員会外

部委員、NHK インターネット活用業務審査・評価委員会委員、American Antitrust Institute Advisory 

Board Member、日本経済法学会理事、情報通信学会理事等を歴任。 

防災に関する著作としては、「東日本大震災後の応急仮設住宅をめぐる公共調達活動について」（『都

市問題』105 巻５号、2014）があるほか、近著「経済法と農協改革」（『名古屋大学法政論集』264 号、

2015）では、農村における地域防災力の向上や地区防災計画制度の在り方についても考察を行っている。 

 

 

井上禎男（いのうえ よしお）                     福岡大学法学部准教授 

 

 

 

 

 

 

 

1971 年生まれ。九州大学大学院法学研究科公法・社会法学専攻博士後期課程単位取得退学。 

九州大学大学院法学研究院助手、名古屋市立大学大学院人間文化研究科講師、助教授、准教授を経て、

2008 年から現職。専門は行政法、情報法。 

経済産業省原子力安全･保安院核物質防護秘密監査委員会委員、内閣府地区防災計画アドバイザリー

ボード委員、福岡市 ICT 活用検討会委員、地区防災計画学会理事等を歴任。 

地区防災計画関係の著作としては、「上大河平地区（宮崎県えびの市）における地区防災計画策定へ

の取組み」（『地区防災計画学会誌』別冊第１号・2015 年 7 月）、「中山間地における地区防災計画―上

大河平地区・えびの市の取組み―」（共著・『福岡大学論叢』59 巻４号・2015 年 3 月）、「地区防災計画

制度と『共助』の意義」（『地区防災計画学会誌』第１号 ・2014 年 9 月）、「東日本大震災後の『共助』

をめぐる法制度設計の意義―改正災害対策基本法と地区防災計画制度を中心として―」（共著・『福岡大

学論叢』59 巻１号・2014 年 6 月）がある。 
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澤田雅浩（さわだ まさひろ）           長岡造形大学建築・環境デザイン学科准教授 

副地域協創センター長 

 

 

 

 

 

 

 

1972 年広島生まれ。1994 年慶應義塾大学環境情報学部卒。2000 年慶応義塾大学大学院政策・メディ

ア研究科後期博士課程単位取得退学。博士（政策・メディア）。 

2000年から現職。専門は、都市計画、都市防災。 

主な著作は、『都市計画とまちづくりがわかる本』（共著, 彰国社, 2011）、『大震災 15 年と復興の備

え』（共著, クリエイツかもがわ, 2010.3）、『巨大地震災害へのカウントダウン』（共著, 東京法令出版, 

2009.6）、『住民主体の都市計画』（共著, 学芸出版社, 2009.3）、『都市防災学』（共著, 学芸出版社, 

2007.3）、「防災集団移転促進事業による復興」『都市問題』第 103 巻第３号, （2012 年３月）、「中越地

震からの中山間地域の再生と集落再建の現状」『都市計画』No.56-3（2007.6）、「新潟県中越大震災にお

ける避難形態の多様性に関する研究」『都市計画論文集』No.40-3（2005.10）、「震災発生時における関

連情報集約とその提供手法に関する研究」『地域安全学会論文集』No.7-7（2005.11）等。 

内閣府地区防災計画アドバイザリーボード委員、日本災害復興学会理事等を歴任。 

 

 

田中行男（たなか ゆきお）              一般財団法人関西情報センター専務理事 

 

 

 

 

 

 

 

1947年岩手県生まれ。岩手大学工学部電子工学科卒。 

日本電信電話公社（電電公社）に入り、データ通信本部、NTT データ、関西 NTT データ通信システム

ズ常務取締役、NTT ﾃﾞｰﾀｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾛデュース執行役員、株式会社エアロ・イメージ代表取締役等を経て

2011年６月から現職。 

地区防災計画学会理事、地方シンクタンク協議会事務局長等を歴任。 

地区防災計画に関する著作としては、「地区防災計画における ICT の役割について―自助・共助のた

めの災害情報共有システムの実現モデルの検討―」『地区防災計画学会梗概集』第１号（2015 年７月）

がある。 
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守 茂昭（もり・しげあき）             一般財団法人都市防災研究所上席研究員 

 

 

 

 

 

 

 

 

1955 年生まれ。東京大学工学部卒。 

1984 年㈱EX 都市研究所に入所し、高度情報通信都市・計画シンクタンク会議事務局長に就任。1994

年より日本都市計画家協会事務局長を兼務、1998 年より都市防災研究所事務局長を兼務し、2011 年よ

り現職。 

地区防災計画学会理事、災害食学会副会長、高度情報通信都市・計画シンクタンク会議副理事長等を

歴任。 

地区防災計画に関する著作としては、「東日本大震災を受けた地区防災計画制度の創設に関する考察

―災害対策基本法改正及び内閣府の「共助による支援活動調査」を踏まえて」『地域安全学会梗概集』

第 34 号（西澤雅道、筒井智士、金思穎との共著・2014 年）、「都心の真っ只中で考える地区防災計画」

『地区防災計画学会梗概集』第１号（2015 年）等がある。 

 

 

 

西澤雅道（にしざわ まさみち）      内閣府大臣官房総務課企画調整官（元内閣府防災担当） 

 

 

 

 

 

 

 

1973 年生まれ。中央大学法学部法律学科卒。 

1999 年総理府・総務庁（現内閣府・総務省）に入り、総務省総合通信基盤局事業政策課課長補佐、

内閣官房内閣広報室総括補佐、内閣府規制改革推進室総括補佐等を経て、2015 年 10 月より現職。なお、

2012 年 5 月から 2014 年 9 月まで内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当参事官室総括補佐。 

地区防災計画に関する主な著作は、『地区防災計画制度入門』（NTT 出版・2014 年７月 筒井智士と

の共著）、「コミュニティにおける防災活動に関する実証的考察―災害対策基本法による地区防災計画制

度の創設とソーシャル・キャピタル」『都市問題』第 106 巻第 10 号（2015 年 10 月 金思穎、筒井智士

との共著）。 
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過去の主な講演者等 

 

地区防災計画学会誌（C＋Bousai） 巻頭インタビュー等 

第３号 2015年８月 原田保夫  前復興庁事務次官 

森下俊三  NHK経営委員・元 NTT西日本会長 ほか 

第２号 2015年１月 矢守克也  京都大学防災研究所教授 ほか 

第１号 2015年９月 室﨑益輝  消防審議会会長・神戸大学名誉教授 ほか 

 

地区防災計画学会研究会の主な講演者等 

第９回 2015/10/17 

@専大神田 

大矢根淳  専修大学人間科学部教授 

鍵屋 一  跡見学園女子大学観光コミュニティ学部教授 ほか 

第８回 2015/９/13 

＠麹町 

佐々木克樹 前内閣府大臣官房審議官、元消防庁国民保護・防災部長 

室﨑益輝  消防審議会会長・神戸大学名誉教授 

矢守克也  京都大学防災研究所教授 

第７回 2015/８/23 

＠東大駒場 

加藤孝明  東京大学生産技術研究所准教授 

篠原 恵  いたばしボランティアセンター ほか 

第６回 2015/７/18 

＠KIIS（大阪） 

大前琢郎  堺市危機管理室主査 

喜田哲也  (株)大塚製薬工場総務部次長 

矢守克也  京都大学防災研究所教授 

磯打千雅子 香川大学危機管理研究センター 特命准教授 ほか 

第５回 

（大会） 

2015/３/14 

＠仙台 

※第３回国連防

災世界会議 

室﨑益輝  消防審議会会長・神戸大学名誉教授 

矢守克也  京都大学防災研究所教授・地区防災計画学会副会長 

田中重好  名古屋大学大学院環境学研究科教授 

小出 治  東京大学大学院工学研究科教授 

渡辺研司  名古屋工業大学大学院教授 

伍 国春  中国地震局地球物理研究所副研究員 

碇川 豊  岩手県大槌町長 ほか 

第４回 2014/12/13 

＠KIIS（大阪） 

加藤孝明  東京大学生産技術研究所准教授 

近藤誠司  関西大学社会安全学部准教授 

第３回 2014/11/20 

＠虎ノ門 

大矢根淳  専修大学人間科学部教授 

守 茂昭  都市防災研究所上席研究員 ほか 

第２回 2014/10/13 

＠麹町 

室﨑益輝  消防審議会会長・神戸大学名誉教授 

川脇康生  （公財）国際エメックスセンター事務局長（兵庫県庁） 

第１回 2014/６/29 

＠大阪ハービス

PLAZA 

室﨑益輝  消防審議会会長・神戸大学名誉教授 

矢守克也  京都大学防災研究所教授 

小出 治  東京大学大学院工学研究科教授 

西澤雅道  内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当参事官室総括補佐 

筒井智士  内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当参事官室主査 ほか 

 


